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電話番号：03－5253－5909 e-mail：radio_act_review@ml.soumu.go.jp

法令の名称・関連条項とその内容
※改正案の条文

規制の目的、内容及び必要性等
評価実施時期

航空機局等の無線設備等の点検その他の保守に関する規程の認定制度の整備

【目的】
 航空機局等の免許人が、従来の定期検査に代えて、航空機局等の無線設備等が法に定める技術基準に適合することを自ら確保するための無線設備等の点検その他の
保守に関する規程（以下「無線設備等保守規程」という。）を定めて総務大臣の認定を受け、自ら航空機局等の無線設備等の点検その他の保守を行うことを選択できるよう
にすることによって、電波法体系における定期検査のタイミングと既存の航空法体系における整備等のタイミングのずれによる航空機局等の免許人の負担を解消するととも
に、航空機局等の免許人による無線設備等の自律的な整備等を促進し、無線通信の一層の信頼性向上を図るため。

【内容】
航空機局等の免許人が、無線設備等保守規程を作成して総務大臣の認定を受けることができることとし、認定の基準その他の所要の規定を設けるとともに、当該認定を

受けた航空機局等については、従来の法第73条の定期検査の対象外とする（法第70条の５の２第１項、第２項及び第10項）とともに、当該認定を受けた免許人（以下「認定
免許人」という。）は、当該認定を受けた無線設備等保守規程を変更しようとするときは、総務大臣の認定を受けなければならないこととする（法第70条の５の２第３項及び第
４項）。ただし、総務省令で定める軽微な変更を行う場合には、遅滞なくその旨を総務大臣に届け出なければならないこととする（法第70条の５の２第５項及び第116条第22
号）。

あわせて、認定免許人は、毎年、当該認定に係る航空機局等の無線設備等の点検その他の保守の実施状況について、総務大臣に報告しなければならないこととする（法
第70条の５の２第６項及び第111条第１号）とともに、その他必要な規定の整理を行う（第76条第8項、第116条第１号）。

規制の事前評価書（要旨）

政策の名称
担当部局 総務省 総合通信基盤局 電波部 電波政策課

【必要性】
航空機局等の免許人が行う航空機及び装備品の整備については、既に航空法の規定に基づき、日常整備と定時整備に区分して実施している。他方、航空機局等の無線

設備等については、航空法における整備とタイミングが異なり、原則１年ごとに法第73条の定期検査を受けなければならず、航空機局等の免許人にとって負担となっている
ことから、電波法においても、定期検査を受ける代わりに、無線設備等保守規程を定めて総務大臣の認定を受け、自ら航空機局等の無線設備等の点検その他の保守を行う
ことを選択できるようにすることによって、電波法体系における定期検査のタイミングと既存の航空法体系における整備等のタイミングのずれによる航空機局等の免許人の
負担を解消するよう、関係規定の整備を行う必要がある。

他方、ICAOは条約附属書において、航空機局等の免許人による自主的・組織的・継続的な整備体制による保守を行うこと及び規制当局による当該保守に係る評価を重視
した監督を実施することを要請している。これを踏まえると、航空機局等の無線設備等についても、当該航空機局等の免許人が自らPDCAサイクルを実施し、航空機局等に
係る電波法の技術基準への適合性を確保できるようにするなど、無線設備等の自律的な整備等を促進することによって、無線通信の一層の信頼性向上を図ることが求めら
れていることから、電波法においても、無線設備等の点検その他の保守に関する規定を設けることが必要である。

あわせて、従来の法第73条の定期検査に代わり、当該航空機局等の無線設備等が法に定める技術基準に適合することを国として担保するため、認定免許人による無線
設備等保守規程に従った無線設備等の点検その他の保守が適切に行われていることについて認定免許人から報告を受け、総務大臣が把握する必要がある。

【法改正前】 【法改正後】

平成２９年２月

○電波法（昭和25年法律第131号）
・第70条の５の２（無線設備等保守規程の認定等）（新設）
・第76条第8項（無線局免許の取消しを受けた場合の認定の取消し）
・第111条第１号（罰則）
・第116条第１号及び第22号（過料）
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（遵守費用）

（行政費用）

（その他の社会的費用）

（遵守便益）

（行政便益）

（その他の社会的便益）

政策評価の結果
（費用と便益の関係の分析等）

規制の費用

航空機局等の免許人は、無線設備等保守規程を定めて総務大臣の認定を受け、自ら航空機局等の無線設備等の点検その他の保守を行うことを選択できるようになること
によって、電波法体系における定期検査のタイミングと既存の航空法体系における整備等のタイミングを合わせることが可能となり、当該航空機局等については従来の定期
検査の対象外となることで、負担が解消されるとともに、より効率的な整備を実施できるようになる。

現在、航空機局等については、原則１年ごとに定期検査の通知を行い、定期検査を行っているところ、無線設備等保守規程の認定を受けた航空機局等については、当該
定期検査に係る業務が不要となる。

また、認定免許人について、法令の規定に基づいて適切に無線設備等の点検その他の保守を行っているかどうかに関して、毎年、当該保守の実施状況に関する報告を求
めることで把握することができることとなり、ICAOが条約附属書において各国に対して要請している、安全管理の新たな国際標準に対応した、規制当局による航空機局等の
免許人による保守に係る評価を重視した監督を実施することが可能となる。

航空機局等の免許人による無線設備等の自律的な整備等が促進されることで、無線通信の一層の信頼性向上が図られることが期待でき、もって、より一層の航空機の安
全が確保されることが期待できる。

規制の便益

航空機局等の免許人は、無線設備等保守規程について認定を受けようとする場合は、総務省令で定める様式等により、総務大臣へ認定の申請（変更については変更認
定の申請、組織名の変更等の総務省令で定める軽微変更については届出）を行う必要があることから、当該規程の策定や申請等の事務手続について費用が発生するが、
当該手続は、現在実施している定期検査に係る項目を、自ら規程として定めるものであり、変更及び軽微変更に係る手続についても他の類似する現行制度において一般的
に生じるものであって、これら手続に係る費用は限定的である。

また、認定免許人は、当該規程に基づいて無線設備等の点検その他の保守を実施し、総務省令で定める時期ごとに、その技術基準適合性を確認する必要が生じるが、当
該確認を行う時期については、従来の定期検査を行う時期（原則１年ごと）を考慮して規定することに加え、既に航空法の規定に基づき、航空機及び装備品の整備につい
て、自ら日常整備と定時整備を実施しなければならないこととなっていることとの関係で、当該整備のタイミングに合わせて無線設備等の点検その他の保守を実施すること
が可能となるため、当該実施に係る負担は限定的である。

さらに、認定免許人は、無線設備等の点検その他の保守の実施状況について、毎年、総務大臣に報告する必要が生じるため、当該報告書の作成、提出等の事務処理費
用が発生するが、総務省令において報告内容等を規定する際に、従来の定期検査に比べて認定免許人の負担が過大なものとならないようにすることから、当該費用は限定
的である。
  航空機局等の免許人から認定申請のあった無線設備等保守規程について、法第70条の５の２第２項各号に掲げる基準に適合しているかどうかの審査を行う等の事務処
理費用が発生するが、当該手続については、現在実施している定期検査に係る検査項目を、申請者である免許人が適切に実施できるか等について審査するものであり、現
行の定期検査を行う場合の確認内容と基本的に同様であることから、当該費用は限定的である。

また、認定免許人から、無線設備等の点検その他の保守の実施状況について報告を受け、当該報告内容が適正であるかどうかについて確認を行う必要があるが、当該
手続については、現行の定期検査を行う場合の確認内容と基本的に同様であることから、当該費用は限定的である。

特に想定されない。

費用の要素

便益の要素

法律の施行後５年を経過した場合において、一部の改正後の規定の施行状況について検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて所要の措置を講ずる
ものとしていることから、分析対象期間を５年とする。

航空機局等の免許人が、無線設備等保守規程を定めて総務大臣の認定を受け、自ら当該航空機局等の無線設備等の点検その他の保守を行うことを選択できるようにな
ることで、当該免許人による無線設備等の自律的な整備等が促進され、無線通信の一層の信頼性向上が図られることが期待でき、もって、より一層の航空機の安全が確保
されることが期待できるとともに、当該免許人は、電波法体系における定期検査のタイミングと既存の航空法体系における整備等のタイミングを合わせることが可能となり、
当該航空機局等が従来の定期検査の対象外となることにより負担が解消され、より効率的な整備を実施できるようになる。また、行政にとっては、無線設備等保守規程の認
定を受けた航空機局等について、現状、原則１年ごとに行っている定期検査に係る業務が不要となるとともに、法令の規定に基づいて適切に無線設備等の点検その他の保
守を行っているかどうかに関して、毎年、当該保守の実施状況に関する報告を求めることで把握することができることとなり、ICAOが条約附属書において各国に対して要請
している、安全管理の新たな国際標準に対応した規制当局による航空機局等の免許人による保守に係る評価を重視した監督を実施することが可能となる。

一方で、航空機局等の免許人は、無線設備等保守規程の策定や申請等の事務手続について費用が発生するが、当該手続は、現在の定期検査に係る項目を、自ら規程と
して定めるものであり、変更及び軽微変更に係る手続についても他の類似する現行制度において一般的に生じるものであり、当該費用は限定的である。また、認定免許人
は、無線設備等保守規程に基づいて無線設備等の点検その他の保守を実施し、総務省令で定める時期ごとにその技術基準適合性を確認する必要が生じるが、当該確認を
行う時期については、従来の定期検査を行う時期（原則１年ごと）を考慮して規定することに加え、既に航空法の規定に基づき、航空機及び装備品の整備について、自ら日
常整備と定時整備を実施しなければならないこととなっていることとの関係で、当該整備のタイミングに合わせて無線設備等の点検その他の保守を実施することが可能とな
るため、当該実施に係る負担は限定的である。さらに、認定免許人は、無線設備等の点検その他の保守の実施状況について、毎年、総務大臣に報告する必要が生じるた
め、当該報告書の作成、提出等の事務処理費用が発生するが、総務省令において報告内容等を規定する際に、従来の定期検査に比べて負担が過大なものとならないよう
にすることから、当該費用は限定的である。また、行政にとっては、認定申請のあった無線設備等保守規程について、審査を行う等の事務処理費用が発生するが、当該手
続については、現在実施している定期検査に係る検査項目を、申請者である免許人が適切に実施できるか等について審査するものであり、現行の定期検査を行う場合の確
認内容と基本的に同様であること、また、認定免許人から、無線設備等の点検その他の保守の実施状況について報告を受け、当該報告内容が適正であるかどうかについて
確認を行う必要があるが、当該手続については、現行の定期検査を行う場合の確認内容と基本的に同様であることから、当該費用は限定的である。

上記より、航空機局等の免許人の負担が解消されるとともに、当該免許人による無線設備等の自律的な整備等が促進され、無線通信の一層の信頼性向上が図られること
が期待でき、もって、より一層の航空機の安全が確保されることが期待できるという重要な便益が確保される一方、費用は限定的であり、便益が費用を上回ることから、航空
機局等の無線設備等の点検その他の保守に関する規程の認定制度の整備を行う本件改正案は適切であると考えられる。
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備考

レビューを行う時期又は条件

有識者の見解その他関連事項

本件の改正は、航空機局等の免許人が、従来の定期検査に代えて、航空機局等の無線設備等が法に定める技術基準に適合することを自ら確保するための無線設備等
の点検その他の保守に関する規程を定めて総務大臣の認定を受け、自ら航空機局等の無線設備等の点検その他の保守を行うことを選択できるようにするため、必要最低
限の範囲で制度整備を行うものであり、現時点において代替案は想定されない。

(1)有識者の見解
○電波政策2020懇談会 報告書（平成28年７月15日公表）（抜粋）
・ 航空機の機体やエンジンの構造・システムの安全性・信頼性を確保するための整備の仕組みについては国際標準化がなされており、我が国では当該国際標準に準拠し
て航空法に整備の仕組みを規定し、航空運送事業者は航空法に従い安全性や信頼性を確保する体制を維持管理している。
・ 航空機局の検査においても、免許人である航空事業者において恒常的に無線設備の技術基準への適合性を確認することが求められることから、航空法におけるスキー
ムを参照し、航空運送事業者が自らPDCA サイクルを実施することにより予防的整備・管理を実現することが可能となる仕組みの導入を検討すべきである。

(2)評価に用いた資料その他関連事項
・電波政策2020懇談会 報告書（平成28年７月15日公表）（http://www.soumu.go.jp/main_content/000430220.pdf）

法律の施行後５年を経過した場合において、改正後の規定の施行の状況について検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて所要の措置を講ずる。


